
































































 
 

 

 

6.協議記録 

 

 



付属資料６ 協議記録 

  

議事録 

案件名：カザフスタン・総合物流システム向上計画 

訪問相手先 日本大使館表敬訪問 

出席者 日本大使館早水書記官、調査団、阿部 JICA 専門家、武市調整員 

日時 2006 年３月１日（水）11：00 – 12:00 

場所 アスタナ日本大使館 

打合せ概要 

・ 主たる協議・報告内容 
 調査団長より、今次調査の経緯、目的、調査内容、調査予定を説明した。 
 前回調査との主な相違点は、本格調査ターゲット年を 2015 年から 2018 年とする。追加

的に、国境施設の ONE STOP BORDER の動きも探る。物流調査に関連して、マンギスタ
ウ州地域開発調査にかかわる協議も行う。 

 地域物流の促進に関し、カザフ側の関税徴収の既得権に対するこだわりは強固である、
と聞いている（早水書記官）。 

 アクタウ及びドスティックを現地踏査するための許可の状況を確認した。同時に写真撮影
の許可手続きについても確認した。 

 経済予算計画省は、物流調査の実施を切望しており、マンギスタウ州地域開発調査より
優先度を高く考えている。これに対し、同州の調査実施への要望度は強い。したがい、よ
り一層の調査必要性の確認が必要となる。前回の事前調査で面談を行った大統領府ウ
テンバエフ氏は数日前に野党党首暗殺事件の首謀者として逮捕された、とのこと。中央
政府はアティラウ州の石油開発による経済開発のほうがマンギスタウ州地域開発よりも関
心が高まっている模様である（書記官）。 

 前回調査の C/P であった KTZ ラシド物流課長は、鉄道キャリアー（貨車レンタル）会社ウ
ルムチ出張所に本年 1 月に出向したとのこと。中国全土の高速道路 4 万キロを含むイン
フラ整備は目覚しく、なかでも中国西部、雲南省地域の市場を開拓する仕事に専念す
る、聞いている（書記官）。 

以上

 

議事録（非公式協議） 

案件名：カザフスタン・総合物流システム向上計画 

訪問相手先 元カザフスタン国営鉄道（KTZ）職員との協議 

出席者 KASTRANS(KTS)ラシド職員、調査団 

日時 2006 年 3 月 1 日（月）15：30 – 17:00 

場所 ホテルロビー 

打合せ概要 

・ KASTRANS は KTZ の 100％子会社（国有会社）で同子会社 KEDENTRANS と競合する。ウィ
グル地域の KTS 代表として、トマト濃縮ジュースをロシアへ輸出する計画を立てている。物流
改 善 に つ い て ウ ル ム チ 鉄 道 局 ,CHINA RAILWAY CONTAINER TRANSPORT 
COMPANNY(CRCTC)と協議している。 

・ 今回調査には KTS 南支店が支援する。 
・ 中国（連雲港）からのコンテナ輸送量が増えている。93 年の８５，０００TEU が１２から 13 万 TEU

に増加する予測がある。コンテナは一般貨物に比べ２５％程度割高になる。日本からの投資を
見据えた需要喚起を期待している。カザフからの輸出は非鉄金属（銅、鉛）が主な品目であ



る。 
・ ドスティック駅開発は周辺社会施設（学校等）が主要なもので、物流センター予定地などの空

き地は民間が買い占め始めている。同駅における貨物取扱量 11 百万トンのうち、1 千万トンは
カザフからの輸出、百万トンは輸入でうち半分はコンテナによる。ドスティック駅からアクトガイ
駅まで１４３５ＭM 軌道の延長計画がある。TRANSSIB との競争力をいかに確保するかが課題
であろう。 

・ カザフ側は技術協力協定締結後の最初のプロジェクトとしての期待感がある。ターゲット期間
は 5，10，15 年が考えられる。京都大、下谷教授が物流の大家なので、当プロジェクトへの協
力が期待できる。 

・ キルギス、ウズベキ、ロシアの輸送コンソーシアム構想が動いている（国境通過施設の整備、
I/C タグの導入）、ハルブス駅に大型スキャナーを導入した、検疫施設の必要性も検討課題で
ある。 

・ トランジット輸送におけるカザフの便益とは何か（調査団よりの質問） 
・ KTZ では客車運営事業費の 7 割は貨物部門の収益で補完している。                

                                                     以上 

 

議事録 

案件名：カザフスタン・総合物流システム向上計画 

訪問相手先 運輸通信省（以下：MTC）表敬訪問 

出席者 副大臣ほか、調査団 

日時 2006 年 3 月 2 日（木）10：00 – 11:00 

場所 MTC 会議室 

打合せ概要 

・ 決定事項 
 調査団から受領した質問票については、カザフ側が可能な限り適切に対応する。 

 
主たる協議・報告内容 
・ （副大臣）今次調査の目的は理解している。全面的に協力する。 
・ （調査団）今回調査の目的は、03 年 9 月に S/W,M/M を交わした事前調査のフォローアップと

しての位置づけである。JICA 運輸交通グループの活動内容を紹介、この 2 年半の間にカザフ
側の変化があって調査内容に変更を要する箇所を協議して M/M で残したい。調査団配布資
料：基礎情報の有無、Q/N,今次調査の確認事項、開発調査ガイド、調査概要。 

・ 調査の要点は①総合物流調査の重要性、②周辺諸国の物流需要の把握、③ハード、システ
ム、マネジメント、ソフト面からのアプローチ、W/G,TASK FORCE を通した関係者の連携、④ド
スティック、アクタウ東西回廊とほかの回廊を含む全体ネットワークの形成、国境通過の効率化
（税関、入出国管理）。 

・ 環境社会配慮については、04 年 3 月に JICA ガイドラインを作成した、F/S の対象内容で異な
るが現在のところ環境社会に大きな影響はないと思われるので、カテゴリーB としている。世
銀、アジ銀、JBIC と同じ基準でカテゴリーを判断している。スクリーニング様式への記入を要請
した。 

・ 次段階として本格調査が２～3 ヵ月後に派遣される。 
・ カ側：物量調査は重要だ、カザフではここ数年での経済開発のスピードが速く、3 年前とは状

況が違ってきている、国境施設における物流施設はクラスターイニシアチブの観点から検討す
べきである。 

・ MTC からの要請事項 
・ ①前回の要請書提出後の状況変化を反映する調査内容にしてほしい。施設建設候補地はド

スティック、アクタウにはこだわらない。ハルゴス（ドスティックから南方へ３００Ｋ）には将来的に
カラゼク鉄道新線と、駅舎を作る計画がある。国境施設の建設、アスタナーアルマティ間
ASTANA CONTRACT に基づく物流センター建設の予定等を考慮してほしい。国際物流網の
統合、東西回廊による鉄道コンテナ貨物のトランジット輸送を主眼とすることは再確認した。 



・ ②調査期間、ファイナルレポート提出を前倒しして欲しい。 
・ ③カザフ側ではクラスターイニシアチブによる物流センター建設計画があるので、報告書の実

用性を期待している。F/S の採算性を重要視する。 
・ ④秘密の保持、情報公開の制限。 
・ 本プロジェクトに専念する副部長 2 名を担当部長に任命した、現地視察の後、再度調査団と

協議したい。 
 
MTC からの今次調査への質問事項と調査団の回答 
1． 類似案件のカザフへの適用は可能か？（調査団回答）今回のような総合物流調査の実績はな

いが、個別の運輸交通案件は多数の実績があるので、応用したい。 
2． コンテナ輸送力増強のためのマーケッティング計画に要する期間はどのくらいか？（回答）15

ヶ月を予定しているが、期間短縮については本部で検討したい。 
3． 周辺対象地域はどこか？（回答）中国、ウズベキ、ロシアを対象とする計画である。 
4． 日本側専門家経歴の要件はどうか？（回答）調査の手法は競争入札で選定したコンサルと確

認する、中国への投資業者、国境施設の組み合わせ構想、調査対象機関、専門家の分野、
担当を明示し公示を行う、コンサルとシンクタンクとの共同企業体への委託も視野に入れる、
JICA スキームに従い選定するが、有識者、国土交通省のアドバイスも受ける。 

5． カザフ側の関連する機関、C/P、物流担当機関、提供すべき情報は何か？（回答）成果品の
カザフ側への実用性を重視したいので、カザフ側関係者の考えを反映できる調査にしたい。 

LOGISTICS COMPLEX に関する技術移転の内容をどう考えているか？（回答）カザフ側との協議
を通し情報、技術を共有する、日本での研修を組み入れる。                         

                                                     以上 

 

議事録 

案件名：カザフスタン・総合物流システム向上計画 

訪問相手先 KTZ 表敬訪問 

出席者 財務担当局長、ラシド職員、調査団 

日時 2006 年 3 月 2 日（木）11：30 – 12:30 

場所 KTZ 会議室 

打合せ概要、主たる協議・報告内容 

・ （KTZ）チャンガイスキ長官はモスクワに出張して今回は出席できないが、次回の協議は出席
する。最近のカザフ国の活発な経済開発、ベストプラクティスの国として状況の変化を把握す
る必要がある。マッキンゼーほか 2 社からの協力で CORPORATE GOVERNANCE を整えてい
る。 

・ （調査団）MTC からの 4 つの留意点を考慮したい。関連する施設等の情報を教えてほしい。 
・ （KTZ）ボストングループで国家の優位比較を調査したがカザフでは地政学上の優位性からト

ランジット輸送の強化を指摘された。03 年当時は資金協力を目的に調査を要請したが状況は
変わった。鉄道建設の促進、中国との交流活性化が課題である。 

・ F/S の期間を短縮できないか？（調査団）本部で検討するが、物流施設の建設地点の決定に
時間がかかると思われるので、協力してほしい。 

・ 日本の類似案件の実績は？（調査団）直接的な案件はないが、個別案件は豊富にあるので、
総合力で応用して対処したい。 

・ （KTZ）KTZ 側でも調査は進めている（交通量、TOR,物流センターの候補地）。 
・ アクタウードスティック間鉄道計画に関する物流センター候補対象地域を限定したい。アクタウ

は問題ない。ほかに提案したいのは、アクトガイでありステップ地帯で敷地確保の問題はな
い。南北鉄道との交差駅でもあり、ドスティックから３５０ＫM の地点にある。ほかに、ハルゴスに
は現在は鉄道はないが、将来的に中国側も新線建設の予定がある、山岳地帯のためトンネル
が必要となるだろう。 

・ TRANSKAZAKHSTAN 会社と横断鉄道について次回協議したい。                  
                                                     以上 



 

議事録 

案件名：カザフスタン・総合物流システム向上計画 

訪問相手先 マンギスタウ州政府表敬訪問 

出席者 投資担当副知事、投資担当部長、ラシド職員、調査団 

日時 2006 年 3 月 3 日（金）16：00 – 17:00 

場所 マンギスタウ州政府会議室 

打合せ概要、主たる協議・報告内容 

・ グレンベックフーシャトマフ州知事は明日調査団と面談する、ここ 3 年間で 3 人の知事が入れ
替わった。自分は 2 週間前に赴任した。 

・ （調査団）総合物流調査の目的は①物流マーケッティングプランの策定②物流拠点の F/S、マ
ンギスタウ州地域開発調査については、カザフ側関係者 6 団体の意思の統一を待っている状
態である。中央政府と協議してほしい。地域開発調査は物流調査と密接な関係がある 

・ （副知事）関係者 6 団体のうち重要なのは産業貿易省、州知事と判断する、政府間調整も行っ
ていく、本計画を今後とも推進したい。物流プロジェクトの用地確保は重要だ。州では、経済特
区の拡張、免税措置の実施、アクタウ港の拡張計画も決まった、クリック新港の建設、道路整
備を計画している。石油産業の強化を推進している。 

・ MOCT と連携して、調査のスピードアップも必要だ。                           
                                                     以上 

 

 

議事録 

案件名：カザフスタン・総合物流システム向上計画 

訪問相手先 アクタウ港湾公社表敬訪問 

出席者 技術担局長、ラシド職員、調査団 

日時 2006 年 3 月 3 日（金）16：00 – 17:00 

場所 アクタウ港湾公社会議室 

打合せ概要、主たる協議・報告内容 

・ 自分は S/W に署名した担当者でもある。 
・ （調査団）調査確認事項の関連情報を聞かせてほしい。 
・ （局長）アクタウ港北部拡張は政府に承認され実施に移っている、工事期間は 3 年間、防波

堤、石油 4 バース、ドライカーゴ 4 バース、うち 1 バースはコンテナ専用、現在 F/S を作成中で
ある。貨物取扱量は現在の 2 倍に相当する。コンテナ需要を 10 年間で予測したが十分ではな
かったため、コンテナ埠頭が 100％稼動するとは考えていない。資金は一部公社負担、KDB
が防波堤建設、浚渫を融資する、バースはコンセッション BOT。 

・ （調査団）東西回廊を整備するのに異論はないか？ 
・ （局長）①マーケッティング需要予測結果を知りたい。 
・ ②カーゴバースはコンテナが増えればコンテナターミナルに変更可能と考えている。 
・ （調査団）物流施設の候補地としてドスティック、アクトガイ、アクタウをどう思うか？ 
・ （局長）アクタウは同意するが東側は何とも言えない。 
・ （KTZ）KTZ の考える LOGISTICS COMPLEX は BLOCK TRAIN を配置すること、コンテナバ

ースの建設だけでは十分でない。引込み線が足りない。アクタウ港は重要な拠点である。 
・ （アクタウ側）施設の用地確保は州政府と協議する必要がある。港湾拡張計画には具体的

LOGISTICS COMPLEX 計画は含めていない、引込み線が足りないことはわかっているがコン
テナ需要が多くあるとは思っていないが、プロジェクトには関心がある。 



・ （KTZ）マンギスタウ駅から海側 18 キロは単線運転で容量が足りない、民間会社が保有してい
るが、KTZ が 26％の株を取得した。 

・ （局長）港への 95％は鉄道輸送であり、将来的に道路輸送も増加する。 
                  以上

 

議事録 

案件名：カザフスタン・総合物流システム向上計画 

訪問相手先 マンギスタウ州知事との協議 

出席者 州知事、副知事、ラシド職員、調査団 

日時 2006 年 3 月 4 日（土）9：00 – 10:30 

場所 マンギスタウ州知事会議室 

打合せ概要 

・ 知事は、元文部大臣ほか大臣経験 3 回、知事経験 2 回、駐ロシア大使を経験した。 
・ （調査団）01 年 4 月にマンギスタウ州地域開発調査の要請を受けた、カザフ側受け入れ態勢

が整い次第調査団を派遣する。 
・ （知事）03 年 9 月以来プロジェクトが動かなかったのはなぜか？（回答）関係機関 6 者の調整

後の JICA への連絡がなかった。 
・ （知事）石油開発関連では、カスピ海石油開発を含めてカザフ国の輸出を 150 百万トンに増や

す、供給ルートを多様化し①アティラウ、マンギスタウーティンギス、黒海ナボルスキー間のパ
イプラインを敷設する。②アラシャンコパイプラインの敷設は中国の 5 億トンの需要に対応す
る、③クリックーバクーートビリシージェイハン。このうち政治的不安（イランの核開発、イランロ
シア合意）によるカザフーイランーペルシャ湾ルートが最重要課題となっている、イランは上海
機構のオブザーバーでもある。 

・ カスピ海開発におけるカシュガン鉱床（9 億バレル）油田をクリック港までタンク車で輸送する。
アティラウ港は水深が浅く、海底土壌が不安定のため地形が適当でなく港の拡張は不可能で
あり、ドルフィンを使うしかない。ほかにシェル社が新規油田（カシュガンの 1.5 倍の埋蔵量（13
億バレル））を開発中、今年末に試掘を行う。 

・ 州では石油化学産業の進展を目指す（メタン、ブタン、ブルバン、オリコロン）、SEZ の拡張計
画を承認した、クリック新港周辺に SEZ を申請する。 

・ 空港の整備、海運サービスの改善 
運輸物流関連政策 

・ マルチモデルによる物流の重要性は認識している。カザフは地勢的にユーラシアの 1/3 の輸
送を担うことになり、地域経済への影響は大きい。アクタウ空港をハブ空港とするために、国際
ターミナルとしての改修を今年中に実施し、07 年には滑走路を整備したい。 

・ 道路：西カザフ州知事時代には、アティラウーウスルーベネオーートルクメンーシムケントーサ
マワへ接続するルートを計画した。ドスティックに空港を建設する計画を提案したい。 

・ 鉄道：未完成区間のビネオーシャルカル、クリックーフェラリオは 07 年に完成する予定である。
・ 海運：アクタウ港の次期拡張計画はスタートした。SEZ の拡張も政府承認が下りた。クリック港の

開発には将来性がある。07年にSEZを設置し造船関連産業を誘致したい。バウチナ港周辺に
は石油産業が適している。これらの整備費として 20 億ドルを見積もっている。州の人口も 1.5
倍に増加し、そのうちクリック市が 6 倍の増加を予測している。 

・ 州としてはマンギスタウ州地域開発、総合物流調査の両案件を支持したい。特に前者につい
ては、関連 6 団体、外務省、特に 4 者の関係者と協議する。来週中には日本側に返答をした
い。 

・ 権限体制：知事は大統領が直轄する州は独立自治体である。中央政府の出先機関との調整
を行う。中央政府からの強制力は及ばない。 

・ 州開発調査の最終権限は知事としたい。調査内容に合意しているW/Gにマンギスタウ州職員
を入れたい。英語を理解する知事顧問を日本に派遣し地域開発に関連する研修を受けさせ
る。提供すべきカザフ側の情報を知らせてほしい。 

・ （調査団）調査団受け入れ態勢についてカザフ側調整結果を日本大使館に連絡して欲しい。 



・ （知事）アクタウ市を物流センターの拠点とし計画の本部としたい、州地域開発調査は重要で
ある 

・ （調査団）2 年半の遅れは外交手続きの問題だった。 
・ （調査団）物流センターの用地を州側で確保できるか？（知事）KTZ からの要請があれば確保

する、旅客ターミナルも含められないか？引込み線の増線は必要だ（KTZ）。         
                                                     以上 

 

議事録 

案件名：カザフスタン・総合物流システム向上計画 

訪問相手先 KAZMORTRANSFLOT との協議 

出席者 KAZMORTRANSFLOT カシジデバエフ局長、部長、アブデュラエバアミナ課長、ラ

シド職員、調査団 

日時 2006 年 3 月 4 日（土）11：00 – 12:30 

場所 KAZMORTRANSFLOT 会議室 

局長は日本での JICA 研修生だった。15 分間のビデオによる会社側の説明、会社経歴は 4，5 年
であり、株式は 50％が MOCT,50％を KAZMORGAS が所有している。会社の活動内容①石油の
輸送②大陸棚油田の開発③石油積み出しの運営管理 
打合せ概要 
・ 物流強化の国家計画もあるため、アクタウ港でのドライカーゴの取扱量が将来多くなると予測

している。04 年にタンカーASTANA を就航させたが、追加してコンテナも運べるユニバーサル
型の船舶購入のためのF/Sを実施しており年内には結論が出る。ただし、イランへの輸出量の
予測はしていない。購入には 12 ヶ月ほどかかる。ロシアのドライドックを利用するが、タグボート
はベトナム、シンガポールから購入している。 

・ 総合物流調査で実施される需要予測の結果を事業戦略に利用したい。MOCT 海運総局
W/G のメンバーでもある。 

・ 親会社である KASMORGAS グループとともに、アクタウ港拡張計画の運営管理コンセッション
には民間企業としての参入を検討している。 

・ （KTZ）物流促進は調査の対象規模が広いため、需要予測が重要である。JICA 調査と調整し
たい。 

・ 新規設備投資としてカザフーイラン間パイプライン、アティラウークリック間鉄道建設が計画さ
れている。 

・ アクタウ港の 10 年計画では石油輸送を 2 千万トンまで増やすことにしている。05 年実績は 900
万トン、容量は 15 百万トン。 

・ 03 年 9 月調査時にタンク車が荷降ろし待ちをしていた理由は、悪天候、仕向け地の受け入れ
態勢の不備、4・5 番バースの改修が原因であろう。 

・ イランの国営船会社 KHAZAL SHIPPING COMPANY との競争を意識して、タリフ、運営面で
制約条件を克服したい。 

             以上

 

議事録 

案件名：カザフスタン・総合物流システム向上計画 

訪問相手先 マンギスタウ駅との協議 

出席者 マンギスタウ副駅長、ラシド職員、調査団 

日時 2006 年 3 月 4 日（土）14：00 – 15:30 

場所 アクタウ港駅、マンギスタウ駅 



・ マンギスタウ駅-アクタウ港駅までの区間は KTZ が所有しており、アクタウ港駅-アクタウ港まで
は KASCOTRANSERVICE(KTC)が所有している、KTC の株式の 25.5％を KTZ が所有してい
る、KTZ は KTC の敷地外に引込み線を増線し、物流センター予定地まで軌道をつなげたい
が、用地確保に困難を伴うと思われる。KTC との協議が必要だ（KTZ）。 

・ KTC は石油だけでなく、アクタウ港で扱う一般貨物も運搬している。 
・ 一部軌道区間（ビニウーマンギスタウ）の軌道基盤が軟弱で 47 両連結のところ 15 両連結とせ

ざるを得ない、斜面であるため 3600 トンの牽引が限界である。 
・ マンギスタウークルック港間 57 キロの線路は完成しており、残り 13 キロの線路敷設が残されて

いる、その後パイプラインが敷設されるので鉄道の役割は終わる。 
             以上

 

議事録 

案件名：カザフスタン・総合物流システム向上計画 

訪問相手先 カザフスタン開発銀行（以下：KDB）との協議 

出席者 副頭取、投資分析課長、調査団 

日時 2006 年 3 月 6 日（月）10：00 – 11:00 

場所 KDB 会議室 

打合せ概要 

・ KDB）JICA の技術協力に感謝している。経済副大臣を経験したことがあり JICA 技術協力を熟
知している。調査にも関心を持っている 

・ JICA）物流施設、IT 設備人材育成、鉄道網のミッシングリンクの整備等でプロジェクトが構成さ
れる。JICA が直接 KDB と事業を行うわけではなく、KTZ,MTC が借り入れ機関となる。 

・ KDB）KDB はインフラ開発には実績がある。今後は国内だけでなく海外市場への進出を検討
しており、トランジット輸送部門は 3 大戦略のひとつと位置づけている。 

・ 本計画は TRACECA ルートの一部と理解している。アクタウーバクー間フェリー鉄道輸送は重
要であり、東西回廊の競争力はあると思うが、まだ直線ルートはない。 

・ 実施をフェーズごとに分けてほしい。輸送需要の把握とミッシングリンク等の整備の時間的ず
れを調整して全体計画を早く進めることができる。 

・ 中国ーカスピ海周辺国のどこが対象となるか？調査団）検討課題だ。 
・ 調査団）ハードだけでなくソフトも重要だ、調査期間の短縮は検討するが、需要予測は時間が

かかる。 
・ 調査団）アクタウ港拡張計画、MTC への貸し付け条件を聞いてほしい。KDB）詳細は MTC と

協議中だが、JBIC との協定に基づき 2 ステップを利用することも可能だ。 
・ 調査団）F/S の審査基準は？KDB）ウェブにある。大規模事業では財務省の保証も行ってお

り、一般融資よりゆるい基準となることもある。事例として南北送電線事業は世銀、EBRD と協
調融資なので世銀 EBRD の審査基準に従った。 

・ 調査団）砂川教授が中心となったキャパビルプロジェクトの TOR が準備されているがその後の
進展について？KDB）詳細は聞いていない、副頭取が最年長であり、銀行も 01 年に設立され
たばかりで若い職員が多いのでキャパビルは必要と思う。                        
                                                     以上 



議事録 

案件名：カザフスタン・総合物流システム向上計画 

訪問相手先 MTC 表敬訪問 

出席者 Mr. Zhumakanov K.T.、Mr. Koishibaev D.S.（以上 MTC）、Mr. Lesov T.T., Mr. 

Kudaibergenov R.A. （以上 KTZ）、Mr. Sakenov A-R.A.（以上 KTS）、調査団 

日時 2006 年 3 月 6 日（月）15：00 – 16:30 

場所 MTC 会議室 

・ 今回署名予定の M/M について、以下の点について確認。 
・ 前回の調査団との M/M で書かれているドルジバ・アクタウで F/S を否定しないものの、マーケ

ティングプランの作成の過程で調査地の確定を行う（技術協力協定）。 
・ S/Wの調査のスコープに変更はない。しかし、調査期間を１５ヶ月としている。本格調査の実施

体制については、技術的見地から本件を精査する必要があるところ、即断を避ける意味
で ”shortened with the best effort”と書くことにする。本格調査の中間段階ではインテリムリポ
ートが提出されるので、その点を考慮する必要がある。 

・ 本格調査の目標年次は、調査終了後１０年と考える。 
・ 周辺国の調査については、様々な要因により影響を受けることが考えられる。従ってその調査

手法等については、コンサルタントに提案を求めることとする。 
・ カウンターパート研修については、その必要性を考慮している。しかし現段階では、必要とされ

る研修内容・分野を確定することはできないため、その内容につき引き続き検討する。 
・ ワーキンググループについて、その構成員の骨格は確定しているものの、各関係機関との調

整が必要となる。調査団受け入れの手続きを始める段階には決めることとする。 
・ 調査の秘匿性については、前回調査団の M/M に掲載されているため、今回の M/M では記

述しない。 
・ ロシア語では“Study”に該当する単語が３つあり、それぞれが違う意味を持ち、JICA のプロジ

ェクトで混同されている現状にある。前回の事前調査ではその点で混乱していたので、”Study 
Project”とした経緯がある。今回も、Study Project を用いることにする。 

・ 予算額については、目安として記述するものであり、変更する可能性がある。この点につい
て、経済予算計画省で確認をする。その際 MTC が希望する、予算の記述の円建て（カッコ内
にドル等価と為替レートを併記）が可能か否かについて確認をする。 

 
             以上

 

議事録 

案件名：カザフスタン・総合物流システム向上計画 

訪問相手先 環境保護省との協議 

出席者 環境審査局長、国際協力課長、調査団（石井） 

日時 2006 年 3 月 6 日（月）16：00 – 17:00 

場所 環境保護省 

打合せ概要 

・ カザフの環境基準は国際基準に準じている、97 年 3 月に環境法を制定した。目的は環境保
全、9 章 47 項目から成る、全ての法律はウェヴで公開されている。環境保護省は最高立法機
関であり、国家環境審査を行う。 

・ すべてのプロジェクトが審査対象となり、カテゴリー分けもしている、環境審査法により EIA の作
成が求められる。 

・ EIA は環境のレベル、環境評価、環境負荷の軽減策で構成される、ガイドラインがある 
・ EIA を実施する会社は免許制である。 



・ EIA 審査は 3-6 ヶ月かかる。環境省が事前審査をして EIA 作成機関に情報を提供することも
ある（有償） 

・ 住民移転項目も EIA に含まれる、ほかに環境リスクの審査、プロジェクトサイトでの行政、住民
へのヒアリングも行う。                          
                                                     以上 

 

議事録 

案件名：カザフスタン・総合物流システム向上計画 

訪問相手先 経済予算計画省との協議 

出席者 都市政策局都市政策部長、ミゲルグルディン海外援助調整課長、調査団 

日時 2006 年 3 月 6 日（月）17：00 – 18:30 

場所 経済予算計画省 

打合せ概要 

・ 調査団よりこれまでの外交手続きの経緯を説明した。05 年 6 月に口上書、覚え書きを交わし
た。06 年 1 月にカスピ海環境汚染対策で M/M を交わしたものに準じている。 

・ 経済省）新予算法に基づき、事業予算を M/M に記載することになった。解決に向けて建設的
に協議したい。本省は実施関連機関の調整機能を果たす。  

・ 技術協定に基づき、対象となる無償供与機材は事前に申請する。資器材設備も含めてカザフ
側への無償供与一切が対象となる。                       
                                                     以上 

  

議事録 

案件名：カザフスタン・総合物流システム向上計画 

訪問相手先 MTC との協議 

出席者 Mr. Zhumakanov K.T.(MTC)、調査団 

日時 2006 年 3 月７日（火）9：00 – 12:00 

場所 MTC 会議室 

・ 3/6 の経済予算計画省との協議結果について、調査団より報告。 
・ 経済開発部の結んだ M/M は、経済予算計画省を訪問して形式を確認したものであるものの、

先方担当者の違いにより説明が異なると思われる。 
・ 案件を進めることが大事になる。従って、今回の M/M でそれらの必要事項を反映させることで

宜しいかと思われる。 
・ 3/6 に提出した M/M の undertakings of GOK の箇所に、経済予算計画省とのメモランダムを

参照するとの一文を加え、最終版とすることで、KTZ と合意する。 
             以上

 

議事録 

案件名：カザフスタン・総合物流システム向上計画 

訪問相手先 ADB との協議 

出席者 COUNTRY OFFICER、調査団（石井） 

日時 2006 年 3 月 7 日（火）10：00 – 11:00 

場所 ADB 会議室 



打合せ概要 

・ 本事務所はカントリーオフィスであり、運輸セクターの担当者はアルマティ事務所にいる。 
・ トランジット物流の強化はカザフが開発戦略の重点とする 7 クラスターのひとつである。 
・ 数年前からカザフは外国借款を減らしており、ADB はスポット的な支援をしている、水資源飲

料水、農業、イスラム開発銀行がカラカンダ州の水資源、マンギスタウ水資源はカザフが自前
で実施している。 

・ TKM（狭軌軌道によるカザフ横断鉄道）構想は大統領が促進、F/S を EBRD が実施している。
・ マンギスタウ州アクタウ港は石油運搬で重要と位置づけている。ドナー州かレシピエント州か

特別されており、アティラウ、マンギスタウはドナー州に属する。石油開発関連労働者の賃金
は高いが一般住民は低賃金で格差が生じている。環境汚染特に郊外、高速増殖炉による核
実験の汚染が深刻である。EBRD が環境改善を支援している。 

・ これから石油開発が始まる状況で、州の脱石油戦略は短期的には考えられない、アクタウ港
で中近東とつなぐ交通網の中継地点としての発展が期待される、ほかにラクダの牧畜産業の
振興。 

・ 中国とのパイプライン、非鉄金属の輸出などカザフと中国の両国首脳は現在の 700 億円の輸
出額を 1000 億円に増やすことに合意した。 

・ アクトガイは未整備の都市である。                      
                                                      以上 

 

議事録（非公式協議） 

案件名：カザフスタン・総合物流システム向上計画 

訪問相手先 サルセンバイ氏との協議 

出席者 サルセンバイ氏、調査団、阿部調整員 

日時 2006 年 3 月 7 日（火）19：00 – 21:00 

場所 JICA 会議室 

打合せ概要 

・ 現職は大統領府地方自治体監督局に 06 年 2 月 10 日任命されたばかりである。当局の役割
は①国家戦略、大統領令の統制監視、②各州知事の戦略政策の監督、③地域開発における
知事への支援となっている。 

・ 要職であるため、今回の会談は非公式としたい。阿部調整員の新任を祝いたい。96 年から 10
年間日本センターに関与している。  

・ デシャバエフ政権 2 期目の今後 7 年間 2012 年までの新国家戦略は世界における競争力上
位 50 位以内に入ることである（現在は 60 位）、1 期目は市場経済への移行、基盤整備に重点
が置かれたが、2 期目の目標に従い、MTC は物流の活性化を中心とする 2015 年までの開発
計画を今年中に策定することになっている。官僚制が弱められる傾向にあり、大統領は成果を
求めている。 

・ 国の執行機関は中央政府と知事となっている。監督局は戦略策定に関与するのでなく、実施
を監督する。マンギスタウ州総合地域開発計画が州の開発政策に反映されるかどうかを照査
したい。州政府もその重要性を認識すると思われる。3 月 1 日に発表された新国家戦略に合致
した案件だと思う。 

・ 必要に応じ、HEAD OF STATE CONTROL DEPARTMENT DR.イスカコフ と連絡を取ってほ
しい。定期的に情報を入れてほしい。 

・ 地方分権化に沿った州レベルの政策を持つことにより、地域開発につながる。06 年 4 月末ま
でに隔州からの戦略策定を命じる大統領令が出される。アスタナ市の開発計画は英国が協力
し、2030年を目標年次としたSUSTAINABLE DEVELOPMENT戦略を策定した、同市は政治、
行政の中心とされる。アルマティ市は地域財政、文化、科学の中心と位置づけられ、この 2 都
市の戦略は既に策定されており、残り 14 州の開発計画の策定が待たれる。これまでは分野別
開発計画はあったが、州単位ではなかった。最終的な戦略の決定権は知事であり、監督局は
提言する役割を果たす。今後は自治体に対し行政府や知事の介入を低下させ地方自治支援



に向かう地方分権化をすすめる。 
・ マンギスタウ州の石油開発は欧米が行っており、その他の分野はロシア、社会環境福祉分野

は中立の立場の JICA にやってほしい。これからの M/Pは質の高いものが要求され、地域の競
争力の強化が重点となる、その意味で 01 年の TOR は修正されるべきであろう、危機的状況に
あった前回の輸出産業振興よりは産業の多様化、新技術、住民の健康、人材育成を目指した
社会環境教育保健分野の強化にシフトすべきであり、国際基準に従った環境法の整備、
WTO への加盟、京都議定書、ISO 遵守も考慮すべき点で 5 年前より重要となる。  

・ 日本国民の税金を使った協力を効率的なものにしたい。マンギスタウ州をモデルにほかの州
がそれに倣うことになるので、大統領府にも技術移転してほしい。調査団がアスタナで 1，2 時
間のセミナーを開くのはどうか、それを他州へも普及させたい。           
                                                      以上 

 

議事録 

案件名：カザフスタン・総合物流システム向上計画 

訪問相手先 MTC 協議（M/M 署名） 

出席者 MTC・KTZ キム部長ほか、調査団 

日時 2006 年 3 月 9 日（水）10：00 – 11:00 

場所 MTC 会議室 

・ MTC 及び KTZ の要望を汲んで頂き、今回の署名に至ったと理解している。 
・ 広くカザフスタン国民に裨益するプロジェクトにしたい。 
・ 物流システム全般の向上を考える場合、鉄道以外のモード（道路・航空等）との連携が重要に

なる。MTC としても、内外の関係省庁と調整を行い、本件に取り組んでいく。 
 

             以上

 

議事録 

案件名：カザフスタン・総合物流システム向上計画 

訪問相手先 INTRANSCOM（旧鉄道設計院）との協議 

出席者 Mr. Kanat K. Alpysbayev, Member of the Board of Directors, Ms. Natalya P. 

Kharochkina, The Head Engineer, Mr. Arsentiy Sapranidi, Project Manager、調査

団（石井） 

日時 2006 年 3 月 9 日（木）10：00 – 11:30 

場所 Head Engineer 室 

・ ドスティック駅改良計画は 2015 年を目標年次として策定された。03 年に貨車配車設備を設置
し、05 年に貨車積み替え施設の基礎工事を完了したが、国際基準に見合った通関施設であ
る。中国からの輸入検疫施設の建設は滞っている。建設には高度な技術が要求されるため、
サンクトペテルブルグからの技術者を呼んでいる。アクトガイまでの自動制御装置、シグナルの
設置を完了。ティーゼル機関車修理基地の建設を完了した。ドスティック駅までの送電線
110KV の工事を完了。風力発電所を設置して電気設備の問題は解決したが、気象条件は依
然として厳しい。 

・ 駅周辺の遊休地は地方自治体、KTZ、石油会社が所有している。構内施設の稼働率は 7-8
割であり、多少の貨物取扱量の余裕はある。 

・ アクトガイ駅周辺は地盤が良く、地震に強いのが利点である。TRANSKAZAKHSTAN 計画の
一部を成すアクトガイまでの狭軌軌道延長の設計を一部担当した。軌道が延長された場合、
アクトガイ駅での貨車積み替え施設が必要となる。設計の入札は既に 2 回行われているが計
画の最終結論は出ていない。 



・ 南部地域のカプチャガイーウズナガイのショートカット計画を民間が計画している。 
・ アクタウ港へのバイパス軌道を計画した。04 年 8 月にクリック港～エラリーバ間 12KM を設計し

た。クリック港の商業港開発計画もあるが、周辺用地の一部は中国企業が所有している。バウ
チノ漁港整備計画もある。 

以上

 

議事録 

案件名：カザフスタン・総合物流システム向上計画 

訪問相手先 日本大使館表敬訪問 

出席者 日本大使館早水書記官、調査団 

日時 2006 年 3 月 9 日（水）11：00 – 12:00 

場所 アスタナ日本大使館 

・ カザフスタン東部国境地域について、中国側がハルゴスへの鉄道を敷設する予定であり、カ
ザフ側もトラック輸送を始めている状況にある。その流れもあり、本調査の調査対象地域とし
て、MTC はハルゴスを、KTZ（KTS）はアクトガイを提示しており、意見が対立している状況にあ
る。この点は、本格調査団の調査にて、調査対象地域の提案を求めることとする。 

・ マンギスタウ州地域総合開発計画と歩調を合わせて本調査を実施することが望ましい。その点
考慮願いたい。 

 
             以上

 

議事録 

案件名：カザフスタン・総合物流システム向上計画 

訪問相手先 ADB との協議 

出席者 Craig Steffernsen, Head Central Asia Regional Economic Cooperation Unit、調査

団（石井） 

日時 2006 年 3 月 9 日（土）11：30 – 13:00 

場所 ステファンセン運輸担当部長室 

・ ADB は CAREC の POLICY/RESEARCH を支援している。 
・ 2006 年 3 月 15 日に新疆ウィグル自治区のウルムチで CAREC 会合を開き、越境輸送の便宜

を図るための協議を行うことになっている。続いて、4 月 9 日に同地で物流に関するワークショ
ップが開催される予定だが、二国間支援国では USAID,EU が関心を持っている。 

・ ソビエト体制崩壊以前、中央アジアの各国の国境は実質的には存在せず、ソビエト体制傘下
でそれぞれが単一市場を形成していた。体制崩壊後に各国が独立し、小規模な国々が誕生
したが、経済的自立が困難であったことから、各国におけるＧＤＰが落ち込み、個人間の所得
格差の弊害が生じた。その弊害を緩和する必要性から、各国は経済の域内統合の道を模索し
始めた。中央アジア諸国は海洋面に接していない国（landlocked country）ゆえ、海運貿易に
依存するためには隣国の陸路を経由しなければならないという地理的制約を有する。従い、互
いに陸上通過路となる周辺国との良好な関係の維持が必要である。 

・ ＡＤＢの中央アジアにおける地域統合化戦略は、8 カ国の参画のもとに結成された CAREC
（Central Asia Regional Economic Cooperation）を通して 1997 年の道路改良等調査の技術協
力プロジェクトを皮切りに開始された。現在の戦略は 2004 年において、2004～2006 年を対象
期間として策定され、14 のインフラ整備プロジェクトと 33 の技術援助プロジェクトが予定されて
いる。 

・ CAREC 戦略の主な政策目標は次の通りである。 
a． 高収益が期待される市場へのアクセシビリティの公平性の確保 



b． 交易に係わる取引手数料の低廉化 
c． 越境輸送の輸送コストの低廉化 
d． エネルギー供給の安定性確保 
e． 感染性疾患の越境移動や密貿易等、負のインパクトの緩和 
 
・2004 年～2006 年を対象年次とする CAREC プログラムは、運輸セクター、エネルギーセクター、

貿易の３つの分野にわたって以下のようなプログラムの実施を計画している。 
a． 経済回廊開発（南北・東西・南部） 
b． 中央回廊（道路）改良事業 
c． 域内道路ネットワーク 
d． 域内鉄道ネットワーク 
e． 域内ガス輸送施設改良事業 
f． 国境の税関手続きの迅速化 
g． 税関関連インフラ整備 
 
・ CAREC の援助方針は、CAREC 各国における国家レベルの開発計画への支援が基本であ

り、CAREC 各国の国家プロジェクトコンポーネントの一部を支援、補完するという形式をとって
いる。CAREC 各国が地域プロジェクトについて話し合い、合意を表明する場は各国大臣をは
じめとする首脳が参画し、意見表明を行っている。これまでにも、域内国の一部の国々におい
て独自に協定が締結され、クロスボーダー的な活動に展開されているなかで、ADB は後方支
援の役割を担っている。ADB はこれまでにクロスボーダー関連プロジェクトを具体的に支援し
てきており、主に運輸・エネルギー・貿易の３つの分野に展開されている。 

・ CAREC の課題は次のように指摘されている。 
a． CAREC メンバー国の協力とオーナーシップの欠如。 
b． 民族間の紛争、交易の活性化による日用品価格の極端な下落、極端な宗教原理主義者の台

頭などの要因による域内における政治経済の不安定性を助長することへの懸念。 
c． HIV/AIDS などの感染性疾患が国境を越えて伝染する可能性が高まる際の未然予防策の策

定。 
d． 域内統合に参加しない国が不利益を被ることで、域内統合プログラムに歯止めがかかることへ

の懸念。 
 

以上

 

議事録 

案件名：カザフスタン・総合物流システム向上計画 

訪問相手先 KAZGIDRO との協議 

出席者 KAZGIDRO DIRECTOR、アクタウ港拡張計画 PM,調査団（石井） 

日時 2006 年 3 月 9 日（木）15：00 – 16:30 

場所 KAZGIDRO DIRECTOR 室 

・ KAZGIDRO は完全に民間の有限会社組織である。前身は旧ソ連の水理研究所であり、カスピ
海港湾の設計を民間会社となってはじめて手がけた。アクタウ港石油バースを含む合計 11 バ
ースの建設設計、バウチナ港の設計も請け負った。 

・ アクタウ港拡張計画 F/S の入札には数社が参加し、当社が成約した。石油輸送を中心として、
一般貨物と併せ年間 50 万トンの取扱量に耐えることが設計条件であった。取扱貨物の需要予
測データは港湾公社から供与され、コンテナ需要は 2015 年目標で 10-15,000TEU と示され
た。 作成した F/S が MTC に承認され、国家保証のもとに KDB の融資審査も同時に行われ
た。KDB からの融資額は約 1 億ドル、05 年に 1/４の 25 億円を支出すみである。現在は拡張
計画第 2 期実施設計の打ち合わせをモスクワの建設会社と行っている。MOBILEX 石油会社
が石油バースの運営管理を行う。一般貨物バースの水深は 6M、石油バース付近は９M となっ
ている。浚渫量は 170 万立米。 



・ 84 年の海上ボーリング結果を使用したが、新規ボーリングは測量機関 ASTRAFAN に委託し
た。今年の冬は凍ってだめだったので、3 月 20 日に測量を再開する。 

以上

 

議事録 

案件名：カザフスタン・総合物流システム向上計画 

訪問相手先 アクトガイ駅長、アクトガイ市長との協議 

出席者 駅長、トルシェフサビット市長、調査団（石井） 

日時 2006 年 3 月 4 日（土）11：00 – 12:30 

場所 駅長室 

・ アクトガイ市は東カザフ州に位置し、人口 9000 人、うち住民登録数 6200 人、駅関係職員 1800
人、本部職員は１４７人、自営業 200 人、その他労働者 3000 人、石油パイプライン中国技術者
30 人（雇用条件は月 200 ドルで食事込）。 

・ 地下水の塩水化の問題が深刻だが、電力は安定している（3 箇所の発電源、西はデマカルガ
ン火力発電所、北はウスカメル、南はカプチャガイ水力発電所から送電されている）。市内に
は２学校、病院があり、土地は平坦で豊富にある。南北への幹線道路まで市内から８５ｋｍ、ア
ルマティ方向はない。 

・ 銅鉱山の再開により 1500 人を雇う予定が今は 60 人に留まっている、開発会社ＫＡＺＦＭＩＳが
コンテナ２本／月を運転する。 

・ アクトガイ駅は東西南北鉄道の交差駅として１００％ＫＴＺ所有の駅舎があり、構内延長は３．５
Ｋｍ、トランジットの取り扱いが中心であり、2005 年は中国へ１３５０万トンを輸送した。建設中の
石油パイプラインは来年から使用できる。今年中にドスティックから延長された狭軌軌道積み
替え施設の設置を計画している、ドスティックターミナル会社が通関施設を建設予定、ドスティ
ック～アラクル湖～アクトガイ間を現在の８０ｋｍ/時運転を１００ｋm/時運転にスピードアップし、
アスタナ～モインラ（バルハシ湖）間を電化する計画がある。 

・ 駅の取扱量は１６５０両／２０時間、コンテナ５７台Ｘ２本＝１１４ＴＥＵ／日、貨物列車３５-４０本
／日、うち北方向へ１０本走らせている。機関車は３６００トン、５０両を牽引することができる。最
近では中国ＳＥＴＣＯコンテナ会社が扱っていた中古乗用車をロシア経由で運搬していたが、
ロシアの法改正で制限されているため、アクトガイ経由のコンテナがその分増えている。 

・ アクトガイ駅が輸出の機能、ドスティック駅が輸入積み替え機能と役割分担することを計画して
いる。ドスティック駅の取扱量には、まだ余裕はある。 

・ 円借款事業によるアラクル湖付近のバイパス建設では蝶理が韓国企業の２万人の労働者を雇
用した。 

・ ＫＥＤＥＮＴＲＡＮＳ社が維持管理を請け負う機関車デポ（ウクライナ製８３年型車両が多い）は
ＫＴＺが保有し、４８時間毎の点検、１２人の４交替制=４８名、職員合計 128 人の体制で、第 2
段階点検（水の入れ替え等）を行う。隣駅のアヤゴスでは第 8 段階点検までの維持管理を行
う。この地域の地方都市であるアヤゴス市には 10 万人が住む。ＫＴＺでは１３０キロ毎にデポを
置いている（周辺ではマタイ、セミパラチンスク駅）。 

・ 市内に 2 校あるうち、一つの学校の生徒数 700 人、教員数 70 人、職員全部で 90 人、ロシア
語とカザフ語で授業を行うが今はカザフ語を使う機会が多い。合計 12 年の教育期間となって
いる。 

・ 市内に一つある病院では手術が可能であり、40 ベッド数、50 部屋、100-150 患者数／日を収
容できる規模である。89 年に開院したが、施設・設備が老朽化して不十分である（Ｘ線レントゲ
ンは大小 2 機が備わっているのみである）。銅鉱山が再開されれば鉱山会社が病院を建設す
ることになっている。地下水の塩水化による腎臓病が目立つ、他に腰痛、肺疾患患者が多い、
医者は 7 人のみで、食事は 4 食支給、年間受け入れ 1200 患者数が限度である。 

・ 要治療患者はセミパラチンスク病院へ送る。将来的には伝染病棟、暖房設備を必要とする。 
以上

 

 



議事録 

案件名：カザフスタン・総合物流システム向上計画 

訪問相手先 KAZECOLOGY との協議 

出席者 Dr. Skakkov Amangeldy, Director General, Professor、調査団（石井） 

日時 2006 年 3 月 10 日（土）15：00 – 16:00 

場所 会議室 

・ 16年間の実績のある環境保護省からの認可を受けた民間会社であり、カザフ国内で同様な資
格を持つ会社が全部で 20 社ほどある。 

・ 環境承認手続きは次のとおりである。 
１． 1 段階：事業概要書の作成は重要であり、環境保護省に提出するが認可の必要はない。
２． 第 2 段階：現地調査を含む事前評価書の提出。公文書や既存資料を基に作成する。認

可の必要はない 
３． 第3段階：ＥＩＡの提出。建設、修理、改修事業で、水、電力、土地、廃棄物に影響を与え

る全ての事業が対象となる。事業サイト関係者のヒアリングを行い、質疑を議事録に残
す。第3者機関（民間資格者）の評価とともに、保健省と環境保護省へ提出し認可を受け
る。審査機関では最高 60 日の審査期間を要すが、緊急であれば 10-15 日間に短縮でき
る。プロジェクト実施期間中は定期的なモニタリングを行う。 

以上

 

 



 
 

 

 

7.資料収集リスト 

 



  

付属資料７ 収集資料リスト 

 

 

資料リスト（■収集資料/□専門家作成資料）

番号 資　料　の　名　称
形態(図書、ﾋﾞ
ﾃﾞｵ､地図､写真

等)

収集
資料

専門家
作成資

料

JICA作
成資料

ﾃｷｽﾄ 発行機関 取扱区分 図書館記入欄

Ｔ-1 KAZMORTRANSFLOT 図書 * KAZMORTRANSFLOT JR･CR(   )･
SC

Ｔ-2 アクタウ港拡張計画平面図（1：10000） 地図 ＊ AKTAU SEA COMMERCIAL PORT JR･CR(   )･
SC

Ｔ-3 KAZECOLOGY 図書 ＊ KAZECOLOGY JR･CR(   )･
SC

プロジェクトID 調査団番号

地域 中央アジア
　調査団名又は
　専門家氏名

総合物流システム向上
計画事前調査

調査の種類又は指導
科目

　　　　　　事前調査 担当部課 社会開発部

国名 カザフスタン
配属機関名 現地調査期間又は

　　派遣期間 平成18年2月28日～3月13日 担当者氏名
根岸　精一



 
 

 

 

8.ローカルコンサルタント資料 

 

 



  
   

 

付属資料８ ローカルコンサルタント 資料 

 

 

①KAZGIDRO 

完全に民間の有限会社組織である。前身は旧ソ連の水理研究所であり、カスピ海周辺港湾の設計を

民間会社となってはじめて手がけた。アクタウ港拡張計画 F/S の入札には数社が参加し、KAZGIDRO

社が受注した。同計画では石油バースを含む合計 11 バースの建設設計を担当したほか、バウチノ港

の設計も請け負った実績を持つ。 

 

②KAZECOLOGY 

16 年間の実績を有し、環境保護省が認めるＥＩＡ報告書を作成する資格を持った民間会社である。カ

ザフ国内で同様な資格を持つ環境調査会社が全部で 20 社ほどある。 



 
 

 

 

9.環境社会配慮スクリーニング結果 

 

 

 



  
   

 

付属資料９ 環境社会配慮 スクリーニング結果 

 

案件名：カザフスタン国総合物流システム向上計画事前調査 

事業実施機関：運輸通信省 

記入責任者の氏名、所属･役職名、組織名、連絡先 

名前：Yeleushov Bek-Bulat 

所属･役職名：環境審査部 Director 

組織名：環境保護省 

TEL：(3172)591962 

FAX：(3172)591932 

E-Mail：b_yeleushov@nature.kz 

記入日：2006 年 3 月 6 日 

 

チェック項目 

項目１．プロジェクトサイトの所在地：アクタウ、ドスティク、アクトガイほか 

項目２．プロジェクトの内容 

2-1 以下に掲げるセクターに該当するプロジェクトですか。 

■YES □NO 

YES の場合、該当するセクターをマークしてください。 

□鉱業開発 

□工業開発 

□火力発電(地熱含む) 

□水力発電、ダム、貯水池 

□河川･砂防 

□送変電･配電 

■道路、鉄道、橋梁 

□空港 

□港湾 

□上水道、下水･廃水処理 

□廃棄物処理･処分 

□農業(大規模な開墾、灌漑を伴うもの) 

□林業 

□水産業 

□観光 

2-2 プロジェクトにおいて以下に示す要素が予定想定されていますか。 

□YES ■NO 

YES の場合、該当するものをマークしてください。 

□大規模非自発的住民移転 (規模： 世帯 人) 

□大規模地下水揚水 (規模： m3／年) 

□大規模埋立、土地造成、開墾 (規模： ha) 



  
   

 

□大規模森林伐採 (規模： ha) 

2-3 プロジェクト概要 

カザフスタンにおける東西トランジット物流の窓口である、ドスティク、アクタウ地域において物流施設の

効率的・効果的な配置を提案し、かつ、マーケティングプランによる鉄道物流の運営・活用方法改善を

提言することにより、国内・国外物流の円滑化を図る。 

2-4 どのようにしてプロジェクトの必要性を確認しましたか。プロジェクトは上位計画と整合性があります

か。 

■YES：上位計画名を記載してください。 

2008 年を目標年次とする運輸セクター開発計画（2001 年作成） 

□NO 

2-5 要請前に代替案を検討しましたか。 

□YES：検討した代替案の内容を記載してください。 

■NO 

2-6 要請前に必要性確認のためのステークホルダー協議を実施しましたか。 

□実施済み ■実施していない 

実施済の場合は該当するステークホルダーをチェックしてください。 

□関係省庁 

□地域住民 

□ＮＧＯ 

□その他（ ） 

項目 3．プロジェクトは、新規に開始するものですか、既に実施しているものですか。既に 

実施しているものの場合、現地住民より強い苦情等を受けたことがありますか。 

■新規 □既往(苦情あり) □既往(苦情なし) 

□その他： 

項目 4．環境影響評価の法律またはガイドラインの名称：環境保護法（97 年 3 月制定） 

プロジェクトに関して、環境影響評価(EIA、IEE 等)は貴国の制度上必要ですか。 

■ 必要 □不要 

必要な場合、以下の該当する箇所をチェックしてください 

□IEE のみ必要 (□実施済み、□実施中、□実施予定) 

■IEE と EIA の両方が必要 (□実施済み、□実施中、■実施予定) 

□EIA のみ必要 (□実施済み、□実施中、□実施予定) 

□その他：以下に記入してください。 

項目 5．環境影響評価が既に実施されている場合、環境影響評価は環境影響評価制度に基づき審査･

承認を受けていますか。既に承認されている場合、承認年月日、承認機関について記載してください。

□承認済み(附帯条件なし) □承認済み(附帯条件あり) □審査中（承認年月日： 承認機関： ） 

■ 手続きを開始していない□ その他（ ） 

項目 6．環境影響評価以外の環境や社会面に関する許認可が必要な場合、その許認可名を記 

載してください。 

□取得済み  

■取得必要だが未取得許認可名：(定められたライセンス) 



  
   

 

□ 取得不要 

□ その他（ ） 

項目 7．事業対象地内または周辺域に以下に示す地域がありますか。 

□YES □NO ■分からない 

YES の場合、該当するものをマークしてください。 

□国立公園、国指定の保護対象地域(国指定の海岸地域、湿地、少数民族･先住民族のための地域、文

化遺産等)及びそれに準じる地域 

□原生林、熱帯の自然林 

□生態学的に重要な生息地(サンゴ礁、マングローブ湿地、干潟等) 

□国内法、国際条約等において保護が必要とされる貴重種の生息地 

□大規模な塩類集積あるいは土壌浸食の発生する恐れのある地域 

□砂漠化傾向の著しい地域 

□考古学的、歴史的、文化的に固有の価値を有する地域 

□少数民族あるいは先住民族、伝統的な生活様式を持つ遊牧民の人々の生活区域、もしくは特別な社

会的価値のある地域 

項目 8．プロジェクトは環境社会影響を及ぼす可能性がありますか。 

□YES □NO ■分からない 

理由： 

項目 9．関係する主要な環境社会影響をマークし、その概要を説明してください。 

■大気汚染 

■水質汚濁 

■土壌汚染 

■廃棄物 

■騒音･振動 

□地盤沈下 

□悪臭 

■地形・地質 

■底質 

■生物･生態系 

■水利用 

□事故 

□地球温暖化 

□非自発的住民移転 

■雇用や生計手段等の地域経済 

■土地利用や地域資源利用 

□社会関係資本や地域の意思決定機関等の社会組織 

■既存の社会インフラや社会サービス 

□貧困層･先住民族･少数民族 

□被害と便益の偏在 

□地域内の利害対立 



  
   

 

□ジェンダー 

□子どもの権利 

□文化遺産 

□HIV/AIDS 等の感染症 

□その他（ ） 

関係する環境社会影響の概要：環境社会配慮スコーピングに記述した。 

項目 10．情報公開と現地ステークホルダーとの協議 

10-1 環境社会配慮が必要な場合、JICA 環境社会配慮ガイドラインに従って情報公開や現地ステーク

ホルダーとの協議を行うことに同意しますか。 

■YES □NO 

10-2 NO の場合、その理由は何ですか？ 
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